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11月米国雇用統計 市場予想を上回る結果に
今後も雇用統計、特に賃金動向に注目が集まる

（審査確認番号 2022 - TＢ200）

11月の非農業部門雇用者数は市場予想を上回る
2日に米国労働省が発表した11月の雇用統計は、
非農業部門雇用者数が前月比26.3万人増と市場予
想の同20.0万人増を上回りました。失業率は3.7%
と前月から横ばいとなり、引き続きFRB(米連邦準
備制度理事会)が完全雇用とみなす4％を下回って
います(図表1)。「娯楽・ホスピタリティ」や「ヘ
ルスケア」の雇用者数が増加が目立ちました。
16歳以上の人口に占める労働力人口を示す労働参
加率は62.1％と前月の62.2％から小幅に低下しま
した(図表2)。米国労働省の求人労働異動調査
(JOLT)の10月の求人件数は約1,033万件と9月の
約1,069万件から減少したものの引き続き1,000万
人を超える高い水準となっています(図表2)。高水
準のJOLT求人件数や労働参加率の低下は、企業の
人手不足解消にはなお時間がかかることを示唆し
ているとみられます。
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出所）図表1、2はブルームバーグのデータをもとにニッセイアセット
マネジメントが作成

図表1：非農業部門雇用者数の増減と失業率

米国雇用統計とは？
米国の雇用情勢を調査した統計で、米国労働省が公表。米国雇用統計は速報性が高く、原則として
毎月の第１金曜日に公表される。
米国の金融政策を見通すうえで、雇用関連指標の代表である雇用統計の重要度は高く、投資家の関
心が集まる経済指標。

図表２：JOLT求人件数と労働参加率の推移

賃金上昇が物価を押し上げ、インフレの要因に
11月の労働者の平均時給は前年同月比で＋5.1％
と10月の同＋4.9％から上昇し、再び同5.0％を超
える水準となりました。前月比も＋0.6％と10月
の同＋0.5％から上昇しました。人手不足を受けた
企業の賃上げは続いているとみられます。
パウエルFRB議長は11月30日の講演で「賃金は
２％のインフレ率に長期的に合致する水準を大幅
に上回っている」と発言しており、今回の結果は、
FRBが望む状況にはなっていないことが示された
とみられます。先物市場から算出される12月の
FOMC(米連邦公開市場委員会)で0.5％の利上げを
見込む確率にほぼ変化はなかったものの、2023
年に政策金利が5.0％を超えるとの見方が増加しま
した。利上げの動向について、今後も雇用統計、
特に賃金には市場の注目が集まるとみられます。

※ 非農業部門雇用者数増減は前月比

※ JOLT求人件数は10月分まで
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